
人間活動による大気中の CO2などの濃度の急激な上昇

が引き起こす地球温暖化。 地球温暖化による被害はすで

に世界中で発生しています。 今年の長梅雨 ・ 豪雨災害な

どを引き起こした異常気象も、 地球温暖化が関係している

のではないかといわれています。

地球温暖化を食い止めるためには、 CO2などの温室効

果ガスの排出を 2050年までに地球全体で 50％以上削減
（2000年比） することが必要です。 とくに先進国は 2020
年までに 25～ 40％削減 (1990年比） しなければならない
といわれています。 これは、 国連機関である 「気候変動

に関する政府間パネル （IPCC）」 が 2007年に出した報告
書に書かれている知見です。

この中長期目標を達成するために、 各国がどのような削

減目標に責任を負うのか。 この問題が、この 12月デンマー
クのコペンハーゲンで開催される気候変動枠組条約の締約

国会議 （COP15） で話し合われることになっています。

COP15に向けて、 先進各国が提示している削減目標を
〔表 1〕 に示しました。 IPCCが示した先進国の削減目標に
比べると、 日本、 アメリカの目標は大きく下回っています。

温室効果ガスの排出量は、 中国、 インドなど BRICs諸
国 *1を中心に先進国以外でも急速に増加しており、 これら

の国々を排出抑制や削減の国際的な枠組に組み込むこと

が必要です。 しかし、 発展途上国には、 温室効果ガスを

大量に排出してきた先進国がまず削減を進めるべきだとの

意見が強く、 交渉は難航しています。

COP15まで残された期間はわずかですが、 温暖化防止
への実効ある国際合意を形成するためには、 日本がまず

高い中期目標を掲げることが必要です。

地球温暖化の被害はすでに世界各地で発生しています
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各国が目標を提示して交渉

が、 温室効果ガスの排出を減らせば、 直ぐに温暖化が止

まるものではありません。 2050年までに 50％以上の排出
削減をしても、 大気中の CO2濃度が安定化し、 気温上昇

が止まるまでには百年以上の長い期間が必要です。 さらに

実際の気候が安定し被害が収まるまでには、 数百年以上

が必要といわれています。 取り組みが早ければ早いほどそ

の効果は早く現れ、 遅くなればその効果が現れるのにより

長期間を要することになります。 地球温暖化の最大の犠牲

者は、 今の世代ではなく将来の世代であり、 地球上に生

息する動植物なのです。

今の私たちに出来ることは、

１． より省エネのエコライフに努めること。

２． 自然エネルギーの普及に協力すること。

３． 国や自治体に地球温暖化防止や自然エネルギー普

及の仕組み、 制度を求めること。

４． 国際交渉に関心持ち、発言し、参加し、行動すること、

です。

自然豊かな青い地球を残しましょう。 ポッポおひさま発電

所はそのために今日も頑張っています（発電状況は P2参照）。
*1BRICs＝ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ､ ﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞ、中国

子や孫に“クールな”地球を引き継ごう

温室効果ガス（CO2など）削減目標

残暑お見舞い申し上げます。

みなさまお元気でお過ごしのことと思います。

また、ポッポおひさま発電所への変わらぬご協力あ

りがとうございます。

この通信が届くころには総選挙の結果もでているこ

とでしょう。

人と生物の共生の場＝地球を守るために、選挙結果

を新たな出発点にしたいものです。

温暖化防止は今の大人の責任
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主要国の 2020年温室効果ガス削減目標

1990年比 2005年比 2005/2009
削減量

日　　本 -8% -15% +8.2%
アメリカ 0% -14% +16.2%
ド  イ  ツ -40%以上 -27%以上 -18.1%
イギリス -34%以上 -30%以上 -6.2%
E　　U -20% -13% -8.0%

〔表 1〕

2005 年までの削減量が少ない国ほど、 削減目標の 2005 年比が

見かけ上大きくなります。



ポッポおひさま発電所 この一年

地球温暖化防止、地域へ発信しつづけました
2008年 8 月  サポータ通信No.４発行

ポッポおひさま発電所ﾃデータ装置故障

9月   2008年度建設協力金返済
地域から考える地球温暖化 2008

10月  ポッポおひさま発電所データ装置復旧
11月   鴻池ファミリーフェスティバル
12月  ポッポ保育園餅つき大会

2009年  5月  第 4回通常総会
7月  地域から考える地球温暖化 2009

【活動日誌】

累積発電量 3万 8千 kWhに (2006.2～ 2009.7)
ポッポおひさま発電所の 2008年度の発電量は開設以
来最高値を記録しました。'09年度も 7月までは昨年並
みの発電実績となっており順調ですが、今後の天候に左
右されるため予断はできません。
昨年 8月末にデータ収集装置が故障し、データが一部
欠損するという事故が発生しましたが、メーカーの協力
により 2ヵ月後に復旧しました。〔表 2〕で日射量、発電
効率などが一部欠けているのはこのためです。発電その
ものには影響なく、発電量もパワーコンディショナーに
より把握できています。
ポッポおひさま発電所は地球温暖化防止に貢献してい
ます。CO2の削減効果は、26,604.8kgに達しました。（削
減量の計算は火力平均係数 0.69kg/kWhを適用）
発電量のうち、約 8割がポッポ第 2保育園の保育活動

に使われ、2割が電力会社に
売電されました。自家消費分
の環境価値をグリーン電力証
書 *2として販売しています。

*2 グリーン電力証書＝自然エネルギー

の環境価値を証書として販売するもの。

自然エネルギー発電事業者は収入を得、

証書購入者は自ら CO2 排出削減を行った

とみなされます。

ポッポおひさま発電所の場合、 その

CO2 排出削減量は以下の証書購入者に

移行したものとみなされます。

㈱三洋商事、 NPO 法人東大阪市民環

境会議、 日本生協連

環境イベント「地域から考える地球温暖化」を開催

ポッポ第 2保育園を運営する社会福祉法人ポッポ鴻池
福祉会では、園児への環境教育や父母への啓発など様々
な取り組みを進めて来ました。
こうした中で、2008年 2月、9月、2009年 7月と 3
回の「地域から考える地球温暖化」という環境イベントを、
東大阪市などの後援を得て開催しています。

地産地消は温暖化防止につながる

今年 7月のイベントでは、フードマイレージをテーマ
として取り上げました。食卓にのぼる食品と地球温暖化
の関係をゲーム形式で学習するものです。
食料、食品はどこの食料や食品を使うかで、生産や運
搬に伴う CO2の発生に大きな違いがあります。トラック
での輸送は比較的大きな CO2発生を伴いますし、船便で

の輸入食品は距離が長いため CO2発生を増大させます。
飛行機での輸送は最大の発生をもたらします。

国産の食料使うことは、地球温暖化防止にとっても良
いことなのです。さらに、地場で採れる野菜や魚などを
使う「地産地消」は一番良いことなのです。
身近な食生活から地球温暖化を考えようという提起
は、参加者から関心を呼びました。

フードマイレージってどんな

ん？結果を絵で発表する参加

者。 身近な食卓と地球温暖化

の関係を学びました。

フードマイレージから考えると

“地産地消” がおすすめ。 地

元の新鮮野菜の即売コーナー

も大人気でした。

今回初参加の PVNet による太

陽光発電のコーナーはいつも

こども達でいっぱいでした。
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ポッポおひさま発電所　発電実績
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2005��� 38 141.2 1,171.9 0.83 115.0 610.2 725.2 0.84 
2006��� 365 1354.6 10,977.1 0.81 2265.0 8,734.9 10,999.9 0.79 
2007��� 366 1404.2 10,589.3 0.75 2186.0 8,412.0 10,598.0 0.79 
2008��� 365 - 11,314.0 - 2494.0 8,738.6 11,232.6 0.78 

2009
��

4� 30 149.8 1,203.2 0.80 414.0 894.9 1,308.9 0.68 
5� 31 135.4 1,104.8 0.82 305.0 872.8 1,177.8 0.74 
6� 30 148.1 1,182.1 0.80 233.0 817.0 1,050.0 0.78 
7� 31 128.0 1,015.2 0.79 222.0 921.1 1,143.1 0.81
� 122 561.3 4,505.3 0.80 1,174.0 3,505.8 4,679.8 0.75 

��� 1,255 - 38,557.7 - 8,234.0 30,001.5 38,235.5 0.78 
※発電量は月末〆 ※売電量は 20 日〆

〔表 2〕



ポ ッ ポ 保 育 園 も ち つ き 大 会 　 盛 況   12 月 23 日

2008 年度事業報告

発 電 量 　 11,314 kWh
建設協力者数　               35  名
建設協力金口数　　  　　  40  口
建設協力金返済額        　      40  万円

建設協力金残高　　　     360  万円

年末
恒例

地域ぐるみの行事

1960～ 70年代、保育所不足でこどもを預かってもら
えない父母達が自らつくり運営する「共同保育所」が各
地に誕生しました。ポッポ保育園もその一つでした。地
域に支えられて成長してきた共同保育所の伝統が、社会
福祉法人となった今も息づいています。
毎年年末に行われる “もちつき大会 ”は、園児、父母
はもちろん、「ポッポ保育園を支える会」などのたくさ
んの人々が地域から参加し、交流を深める場となってい
るのです。
またもちつき大会では、正月のお餅の注文を受けて販
売し、園の財政にも貢献しています。

餅は , せいろで蒸したもち米を石臼にいれ杵でつく本
格的なもの。杵を振るう人と手で餅を寄せる人の呼吸が
なかなか難しいのですが、初めて経験する若いお父さん
やこども達などで大変な盛況でした。

市民の会も毎年参加

自然エネルギー市民の会は毎年参加して、ポッポおひ
さま発電所のとりくみを報告するとともに、模擬店を出
して、園関係者や地域との交流を深めています。つきた
ての餅が入ったぜんざい

0 0 0 0

は毎回好評ですが、今回は企画
部会で作成した手編み風車が好評で、用意した 60個を
完売しました。

大
盛
況
の
餅
つ
き
大
会

Ｇ
Ｅ
Ｐ
授
賞
式
の
模
様

グ リ ー ン 電 力 証 書 購 入 の三洋商事が受賞＝ G E P 特別賞
グリーンエネルギーパートナーシップ (GEP) 大賞
は、グリーン電力普及促進のため、経済産業省が今年
度創設したものです。ポッポおひさま発電所のグリー
ン電力証書を購入する㈱三洋商事が特別賞を受賞しま
した。
地域の保育園に設置された市民共同発電所のグリー
ン電力購入、というユニークな取り組みが評価された
ものです。ソニー、野村ホールディングスなどの有名
企業に伍しての受賞でした。

市
民
の
会
の
模
擬
店
も
子
ど
も
達
で
い
っ
ぱ
い

発 電 収 入 231,653 支   出   計 359,446

会 費 収 入 85,000 収 支 差 額 51,275

寄付金収入他 94,068 前期繰越金 2,435,600

収   入   計 410,721 次期繰越金 2,486,875

2008.4.1～ 2009.3.31（単位円）損益計算書

勘定科目 合計金額

現     金 100,266 
普 通 預 金 1,556,720
未  収  金 15,380 
固 定 資 産 5,427,500 
減価償却累計額 △ 1,007,991
資 産 合 計 6,091,875 
前  受  金 5,000
建設協力金 3,600,000
負  債  計 3,605,000 
発電所資産買取基金 519,750
発電設備保全基金 502,250 
正 味 財 産 1,464,875 
正味財産合計 2,486,875
負債・正味財産合計 6,091,875 

2009.3.31現在財 産 目 録

（注）

1) グリーン電力証書の販売収

入は、「寄付金収入他」に計

上しています。

2)「発電所資産買取基金」は、

2010 年 3 月末に NEDO 所

有の発電所資産を買取るた

めの準備金です。

3)「発電設備保全基金」は、

将来起こりうる修繕などへ

の準備金です。

4) 原価償却費は定額法で計上

しています（償却期間：機

械装置 17 年、什器･備品 4

年）。
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３．新買取制度の問題点

問題点はこれだけではありません。

買取対象が余剰電力のみで自家消費分が対象になっ

ていないことです。ドイツでは 2008年に改正された
再生可能エネルギー法で 30kWまでの太陽光発電設備
からの電力を 0.43ユーロ /kWh（日本円で 58円ほど）
で買い取ります。しかも発電量全量を 20年間買い取
ることが義務付けられています。もともと FITには余
剰電力という概念はありません。ドイツでは、太陽光

発電を設置する人は自家消費せず全量を送電会社に売

り、使う電気は通常の電気料金で送電会社から買いま

す *5。

また、制度スタート時の買取価格も十分とはいえま

せん。48円 /kWhで全発電量が買い取られるとしても
10年間では投資回収ができないからです（前出例で
10年間の回収額は 168万円）。
そのほかにも規模や発電事業目的設備の除外などさ

まざまな制限があります。ポッポおひさま発電所のよ

うな市民共同発電所の買取価格は半額の 24 円 /kWh

となっています。

そして最大の問題点は、太陽光発電のみを対象とし、

風力や水力、バイオマスといった他の自然エネルギー

には適用されないということです。

その意味では今回の日本の新買取制度は、あくまで

FITの入り口であって、FITとは呼べない代物です。

４．真の FIT 導入をめざして

これでは地球温暖化防止のために、日本が果たすべ

き責任に応えるものにはなりえません。ここを突破口

として真の固定価格買取補償制度（FIT）の実現めざし
てさらに声を大きくしてゆくことが必要です。

*5 ドイツでは、 発電機能と送電機能が分離されており、 送電会社

は発電会社から電力を購入し消費者に供給しています。

トピックス 太陽光発電普及に新たな制度を導入　～その内容と問題点

１．太陽光発電電力の新買取制度を導入

今年 2月経産省は、太陽光発電による余剰電力を従
来の約 2倍の価格で買い取ることを、電力会社に義務
付ける仕組みを検討している、と発表しました。

これが注目された最大の理由は、経産省や電力会社

が頑強に反対してきた「固定価格買取補償制度（FIT）」
の導入に道が開かれたことを意味するからです。

買取補償制度は FIT（Feed-in-Tariff）と呼ばれ、必
要経費を補償する買取価格、期間等を国が定める制度

で、世界中で自然エネルギー普及の切り札として注目

されてきました。わが国でも 2000年前後から、自然
エネルギーの普及を求める NGOなどがその導入を求
めましたが経産省はこれを拒否、代わりに電気事業者

に新エネルギー等から発電される電気を一定割合以上

利用することを義務づけるいわゆる RPS法を 2003年
に導入しました。しかし、その義務量があまりにも低

い値 (1.3%) でした。その結果わが国は自然エネルギー

の導入で世界に大きく立ち遅れ、京都議定書の CO2

削減目標も達成の見通しがたたない状況となっていま

す。

政府の無策への批判と FIT導入を求める世論が再び
高まり、オバマ大統領が“グリーンニューディール政策”
を打ち出すに及んで、苦しまぎれの新制度導入発表と

なったものです。

２．新制度の内容～投資回収はできるのか？

新買取制度の具体的な内容はまだ発表されていません

が、経産省の審議会で検討されている内容を要約すると

〔表 3〕のようになります。

住宅用太陽光発電の余剰電力の買取価格が 48円
/kWhになりますので、一定の条件を設定して投資回
収期間をシミュレーションしてみましょう。

自治体で何らかの太陽光発電補助制度

を持っているのは約 300で、シミュレー
ションで用いた東京都や大阪市の例は金

額的には高いレベルとなっています。そ

れでも投資回収には 12年間必要という結
果がでました。実際の買取期間は 10年で
すから、ほとんどの人が回収できないこ

とになります。

初期投資額＝（60 － 7 － 10）万円 /kW × 3.5kW ＝ 150.5 万円

売電収入＝ 3500kWh × 1/2 ×（48*** ＋ 24****）円 /kWh ＝ 12.6 万円 / 年
投資回収年数　150.5 万円 ÷12.6 万円 / 年≒ 12 年

〔設定条件〕

①設備価格　60 万円 /kW （最近の実勢価格でも低い水準を採用）

②補 助 金　国から 7 万円 /kW、 自治体／東京都、 大阪市では 10 万円 /kW 

③設備規模　３.5kW （標準的な家庭の消費電力を賄える規模）

④発 電 量　年間 3500kW （1kW 設備当りの年間 発電量を 1000kWh と推定）

⑤自家消費　発電量のうち 1/2 を自家消費 （1/2 を余剰電力として売電）

*** 電力会社への売電価格、 **** 自家消費分 = 電力会社に支払わなくてよい価格

〔表 3〕　　　　　　　　　太陽光発電　新電力買取制度の概要

実施時期 2009年中 （11月）

対象設備

住宅用 10kW未満、 非住宅用 500kW未満の設備
電力会社に系統連系されている発電設備

発電事業目的でないもの

対象電力 余剰電力 （自家消費分は対象外）

買取価格
開始時　住宅用 48円 /kWh、 非住宅用 24円 /kWh
設備コストの低下に伴い漸減

買取期間 10年間
総合資源エネルギー調査会買取制度小委員会資料より作成

大阪市柴島浄水場に設置された太陽光発電 ( 写真 NEDO)
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